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衆
議
院
議
員
高
市
早
苗
君
提
出
米
国
に
於
け
る
「
発
電
用
原
子
炉
の
運
転
可
能
期
間
」
に
対
す
る
評
価
に
関
す
る
質
問
に
対

し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
高
市
早
苗
君
提
出
米
国
に
於
け
る
「
発
電
用
原
子
炉
の
運
転
可
能
期
間
」
に
対
す
る
評
価
に
関
す
る
質
問

に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

今
国
会
に
提
出
し
た
原
子
力
の
安
全
の
確
保
に
関
す
る
組
織
及
び
制
度
を
改
革
す
る
た
め
の
環
境
省
設
置
法
等
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
案
に
お
い
て
発
電
用
原
子
炉
の
運
転
の
期
間
に
関
す
る
規
定
を
設
け
る
に
当
た
っ
て
は
、
御
指
摘
の
よ
う
な

米
国
の
制
度
も
参
考
に
検
討
を
行
っ
た
も
の
で
あ
る
。

二
に
つ
い
て

政
府
と
し
て
は
、
他
国
の
制
度
を
評
価
す
る
立
場
に
は
な
い
。

三
に
つ
い
て

米
国
に
お
い
て
も
、
様
々
な
科
学
的
知
見
に
基
づ
い
て
原
子
力
発
電
所
に
対
す
る
安
全
規
制
が
行
わ
れ
て
い
る
と
承
知
し

て
い
る
が
、
政
府
と
し
て
は
、
米
国
の
原
子
力
安
全
規
制
の
下
で
の
原
子
力
発
電
所
の
安
全
性
を
評
価
す
る
立
場
に
な
い
。

四
に
つ
い
て

一
般
論
と
し
て
、
発
電
用
原
子
炉
の
運
転
期
間
の
長
期
化
に
よ
る
設
備
、
機
器
等
の
経
年
劣
化
等
に
よ
り
安
全
上
の
リ
ス

一



ク
が
増
大
す
る
こ
と
は
考
え
ら
れ
る
が
、
三
に
つ
い
て
で
お
答
え
し
た
と
お
り
、
政
府
と
し
て
は
、
米
国
の
原
子
力
安
全
規

制
の
下
で
の
原
子
力
発
電
所
の
安
全
性
を
評
価
す
る
立
場
に
な
い
。

二


